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■ 報告 

台湾環境運動の発展：環境正義の観点 

台湾中山大学社会学系助理教授 

邱 花妹 

Hua-Mei Chiu, Assistant Professor, Sun Yat-sen University Taiwan 

 

一． 序言 

 

1987年に『我らの共有する未来』

（Our Common Future）が出版されて以来、

「永続発展」は徐々に国際間の環境理論

の主流となってくる。経済発展と環境保

護との間は必ずしも調和が取れないもの

ではないことを前提に、各国において経

済発展の緑化工程（greening of develop-

ment）が展開され、法令や政治面におけ

る管理の枠組みの調整ないし環境争議の

処理など、程度の差こそあれ制度的な動

きが見られた。それと同時に、企業も永

続発展の列車に乗り込み、緑色技術の応

用や環境管理システムの導入などの戦略

を通じて「緑色」資本主義（ green 

capitalism）への追求を目的とすると誓

う。環境保護はもはや環境保護運動家の

一人芝居ではなく、いわゆる環境制度化

（environmental institutionalisation）と資本

緑化（greening of capitalism）の政治面・

経済面の趨勢の下で、それまで国家や企

業と対立してきた環境運動家は、各形式

の環境決策体系に参与する機会を手に入

れ、更に緑色企業が認定する利害関係人

（ stakeholder）にもなり得たのである

（Dryzk 1997,Carter 2001）。 

他国と同じように、台湾は1980年代か

ら環境議題主流化の過程を経験してきた。

このような発展の起因は、国家技術官僚

が国際環境保護運動と永続発展理論の勃

興を意識したことにあるだけでなく、そ

れは政府の国内における継続的に起った

環境運動に対する一つの対応でもある。

同時に、企業からも1990年代から環境保

護の論述を開始し、環境管理システム或

いは環境汚染改善技術を導入し始めた。

しかし、このような環境保護論述が日増

しに主流化となりつつある趨勢の下にお

いても、近年台湾の環境運動は緩やかに

なることがなく、反対に益々激化する様

相を呈する。国家の重点的な扶植産業で

ある二大産業―電子工業と石油化学工業

の拡張計画と汚染問題は、環境運動の激

しい質疑と挑戦を受けることになる。環

境運動の動能（capacity）、運動と国家・

資本間との衝突形態、運動自身が提起し

た対抗性理論なども、それまでとは異な

る展開を提示する。 

何故に政府・企業が日増しに環境保護

と永続発展を重視する姿勢を取っている

ようなのに、環境衝突は反対に激化する

のか。本文は台湾における環境運動の勃

興と発展という脈絡の下で、一歩進んで

反電子汚染と科学園拡張の運動を例に、

近年環境運動の行動者、策略と理論など

の各方面の変容を説明し、環境と社会正

義の観点から環境衝突における激化趨勢
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に対する解釈を提起したい。 

 

二． 台湾の環境運動の勃興と発展 

 

台湾の環境運動の勃興についての研究

の大多数は、1980年代からの政治民主化

及び各種社会運動と同時に起った草の根

反汚染運動、保育運動及び1980年代後期

に起った反核運動（Hsiao 1999）1)に集中

している。社会運動者の角度から環境運

動の勃興に対する解釈では、研究者が見

た運動の主体は汚染に対して耐え切れな

い被害者となる草の根の民衆であり（蕭

新煌1988、李丁讚・林文源2000、何明修

2006）、「反公害の皮を被る」被害者農漁

民（劉華真2010）2)、自己の価値感と理

念に基づき保育運動と反核運動を主導す

る学者や専門家、環境保護組織に参与す

る中産階級の知識人ないし1980年代の党

外人士或いは反対党の政治人物である

（Hsiao 1999、Hsiao and Tseng 1999、何明

修2006）。政治経済の発展の脈絡から見

れば、環境運動の勃興要因は「権威資本

主義」に対する挑戦であり、資本拡張に

                              
1) 行動者の認知を分析するに当たり、

Hsiao(1999)は台湾環境運動を三つの支

流に分類した。（１）被害者意識から立

ち上がった反汚染運動 （２）自然環境

の悪化を意識し発起した保育運動 

（３）公共の安全に注目し発起した反核

運動(:32) 

2) 劉華真(2010)は過去地方の住民と称され

た草の根の行動者は、その過半数は「反

公害の皮を被る」農漁民被害者で、彼ら

の行動目的は反汚染だけでなく、自らの

自然資源使用権及び配置権が工業部門に

よって掠奪されることへの抵抗でもある

と指摘した。 

よる生態環境の破壊への反対、環境の悪

果・分配の不平に対する抗議、長い間経

済発展と環境政策の決議から除外された

ことに対する不満などにある（何明修

2006）。 

前述で触れたように、台湾の政府と企

業はそれぞれ1980年代後期及び1990年代

から環境制度化及び資本緑化の工程を展

開したが、政府の制度面による環境問題

の対処或いは企業の選択的な環境改善の

動きは、環境問題の減少或いは環境運動

の後退を意味するものではない。生産と

消費活動が絶えず空気汚染・水質汚染・

廃棄物の排出などの異なる形式の環境悪

化をもたらすほか、踵を接してやってき

た開発案が原因で台湾の限られた自然資

源と環境はもはや資本主義の拡張の需要

が満足できるものではなくなった。生産

条件である土地、水、エネルギー源が不

足の状況で、政府と企業主導の各種開発

案はいっそう海辺と山間部へと推進する。

工業地区、ダム、廃棄物埋立施設や焼却

炉が生態の敏感区域まで攻め込み、台湾

生態環境の積載能力（carrying capacity）

のボトム・ラインを探り出そうとしてい

た。それによって幾たびの反開発の運動

が引き起こされた。 

1986年の鹿港における反杜邦運動及び

1987年の後勁における反五軽運動以来、

「予防原則」（prevention principle）に基

づく新開発計画の反対運動は持続的に台

湾の重大な環境争議となっている。この

運動は開発案の自然資源に対する搾取を

反対し、開発案に付随して発生する環境

の悪果は環境及び人体の健康に厳しい衝

撃を与えると質疑する。運動は常に敏感
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な生態地区（例えば湿地など）や絶滅危

惧種（シロイルカ、クロツラヘラサギな

ど）の保護及び工業汚染の予防などと関

連性を有するため、性質の異なる環境運

動や保育運動がそこで結び付けられたの

である。 

全体的に言えば、1980年代後期以来、

台湾の環境運動は環境主流化、政治民主

化及び経済自由化という幾つかの趨勢の

下で成長してきたものである。 

まずは、国内環境保護運動の圧力と国

際環境保護の趨勢の影響下、1986年に台

湾で初めて「環保署」が設立され、1992

年に「公害糾紛処理法」が成立された。

更に1994年には「環境影響評估法」と

「野生動物保育法」が成立し、1997年に

は「国家永続発展委員会」が設立された。

各決策機関も体制内の参与空間の一部を

公開したため、環境影響評価の過程は各

種の反開発運動の重要な戦いの場となっ

たのである。 

時を同じくして、政治民主化過程も環

境運動に部分の政治機会を与えた。環境

議題が台湾の選挙と政党政治に入り込ん

だのである。1980年代後期から1990年代

の全期間を通じて、環境運動は地方政権

を獲得した、或いは地方選出を果たした

民進党の政治人物と提携関係を結び、宜

蘭・台南・屏東における六軽、浜南工業

区（七軽も含む）の進出の阻止に成功し

たのである。2000年になると民進党は中

央政権を獲得し、台湾は初めての政党交

替を経験することになる。権威統治時代

からすでに社会運動と盟友関係にあった

民進党は一部の機会を開放したため、環

境運動は政治決策の中心に接近すること

ができたのである（例えば環境活動家を

国家永続発展委員会委員や環評委員に任

命するなど）。また例えば長年の抗争を

続けてきた美濃のダム反対運動も、第一

次政党交替の後にとうとう不成功に終わ

った。しかし極力反商のイメージからの

脱出を図る民進党は、施政面においては

国民党が1980年代後期以来の経済自由化

政策の継続を選択し、大型資本と企業に

積極的に歩み寄った（Ho 2005）。争議

によっては執政者は環境運動と資本の力

の引き合いの間で逡巡し、決策が反覆す

ることもある。その最も典型的な例とし

ては、核四（第四原発）建設停止令の事

件であろう。2000年民進党が政権を握っ

た後に直ちに核四の建設停止令を下した

が、程なく企業の圧力に耐え切れず再び

建設再開を公布したのである。 

更に、資本のグローバル化と自由化、

脱統制化という大きな趨勢の下で、個人

の資本が台湾の選挙、政治、経済発展政

策に与える影響は益々大きくなる。資本

は拡張に急ぎ、また主要政党がみんな開

発主義を信奉する状況の中で、2000年政

党交替後の台湾では生態環境の負荷を遥

かに超えるような開発案が絶え間なく登

場した。「緑色矽島」（電子工業）、「両兆

双星」（電子工業）、「大温暖大投資」（石

油化学工業・鋼鉄業）などの開発政策の

支持を得て、電子工業や石油化学工業な

どの国家策略型産業は、近年は益々限ら

れた土地と水資源を蚕食鯨呑し、同時に

工業資本の拡張や汚染に対する反対運動

を引き起こした。この他に、政府が推し

進めた道路開発やダム、人工湖、引水工

事などの公共企画、個人資本による海岸
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線私有化計画も、再三保育運動の反対に

遭う。311東日本大震災（福島原発事

故）後、原子力発電が再び重大な環境争

議となり、長い間低迷していた反核運動

は新しい動力を獲得し、たちどころに社

会での支持率は上昇し、積極行動者の様

相も多元化していた。 

全体的に言えば、台湾社会は政府と企

業が環境保護措置の導入や永続発展の言

論の頻繁使用を体験し確認してきたとは

言え、各種の開発計画の押し寄せ、空気

汚染や水質・廃棄物問題の未解決、経済

発展と環境保護の決策体系における権力

構造の不均衡などの状況の下で、環境運

動は近年益々激しくなる趨勢が見られる。

反電子汚染と科学園区拡張の運動を例と

して取り上げ、本文は台湾の新たな環境

運動の変貌について簡単に論述し、何故

に環境衝突は激化する趨勢に向かうのか、

解釈を試みたい。 

 

三． 反電子汚染と科学園区拡張運動 

 

考えてみれば、台湾政府が1970年代後

期から全力的に電子産業と科学園区を扶

植 し て き た こ と は 、 発 展 型 国 家

（developmental state）における経済発展

を緑化する（greening）強い意向をかな

り表明している。産業のアップグレード、

高い付加価値・高い科学技術・低い汚染

の産業を扶植すべく、台湾政府は1970年

代後期から電子産業を中心とするいわゆ

る「ハイテク業」を扶植し、科学の発展

という名を以って、アメリカのシリコ

ン・バレーの経験を借り、1980年に台湾

の最初の科学園区（新竹科学園区、竹科

と略称される）を成立させた。その後、

台湾電子産業が国際分業への整合に成功

したことに従い、経済的な成功に「高い

科学技術と低い汚染」の社会意向も加わ

り、竹科図式は台湾で高く評価され支持

を得た。政府の投資と運営によって科学

園区は台湾で継続的に拡張し、中部科学

園区（中科）と南部科学園区（南科）は

それぞれ1996年と2003年に設立された。

この三大科学園区は引き続き基地を新設

し、現時点では台湾全土には11の基地を

擁し、4400ヘクタールを超える土地の規

模を占める。その中、水の需要量の高く

化学の使用が最も密集する半導体と光電

産業の生産額は、1993年と2003年にそれ

ぞれパソコン及びその周辺産業を超え、

園区内の二大産業となった。2007年にな

ると、半導体と光電産業の合計は科学園

区の生産総額の九割を占め、雇用者数は

園区の八割五分をしめた（Chiu 2010）。 

半導体業の急速な成長に伴い、竹科は

1990年代中期になると半導体工場の火事

が頻発し、1997年に科学園区の廃水の不

法放出が地方の記者と地域の住民によっ

て発覚された。それまで「高い科学技術、

低い汚染」、「環境保護の模範生」と誉れ

高かった竹科は、周辺地域の住民の挑戦

に直面することになり、「高い科学技術

に高い汚染」という対抗的な言論も登場

した。地方の環境保護活動家の継続的な

遊説と圧力の下で、新竹科学園区管理局

（科管局）は1998年に最初の環境報告書

を出版し、その管理機関である「国家科

学委員会」（国科会）は1999年末に学者、

専門家、地方環境保護団体、住民、企業

ないし政府の代表をも網羅する監督機関
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の「竹科環境監督小組」を成立させた。

反電子汚染の運動も1997年から1999年の

萌芽期から2000年～2005年の体制・監督

ともに困難な時期に突入した（Chiu 

2010、杜文岺、邱花妹2011、Chiu 2011）。 

事実上、2005年より以前の電子汚染は

非常に地方的な環境議題であった。経済

面の成功と清潔な産業イメージによって

竹科の汚染問題は隠蔽されたのである。

最も重要なのは、環境保護の法規は電子

製品製造過程の急速な変化に追いつかず、

住民の慨嘆は工場主の違法や汚染に関す

る科学的な証拠を掴めないため、訴えよ

うがなかった。1999年末に環境監督小組

が設立された後でも、竹科の汚染問題は

全体的な調査と研究が欠けていた。権力

構造が不均衡の状況下、健康リスクに対

する評価なども含める地方環境保護団体

の諸訴求は、立案されることのないまま

に終わってしまった。ある期間の体制へ

の参与を経た後、環境保護活動家は体制

の中に留まり多少の監督の役割を果たす

か、或いは諦めて脱退するか、という選

択の間で彷徨った。彼らは最終的には竹

科焼却炉建設の争議で正式に環境監督小

組から離脱し、民衆運動に訴える形をと

った。一方、廃水の流出が原因で起った

臭気問題なども含めた地域住民の環境問

題に対する不満は、地下廃水管による近

海放流が導入され、徐々に減少していっ

た。 

全体的に言えば、多重な難題が残され

ていることが原因で、例えば汚染の排出

が環境保護法規に適合していること、汚

染の摘発に科学的な証拠が欠けているこ

と、竹科科管局による環境監督小組（実

際には監督の遂行も汚染源の確定も困

難）の設立や「敦親睦隣」活動の継続的

推進、住民（竹科の雇用者も含む）の糾

合が難しいこと、地方の環境保護組織の

人力と資源が限られていることなど、竹

科汚染問題は未だ社会全体の注目を引く

ことがなく、地方の運動も往々にして住

民の不満への対応や汚染の改善に留まる

ことが多く、電子資本と科学園区全体の

発展に対してより深刻より鋭い批判を提

起することはできなかった。 

2000年中期以降、民進党の緑色矽島及

び両兆双星政策の下で、政府は電子資本

のための土地・水資源の確保を一段と進

み、科学園区の拡張に努めた。竹科廃水

排出地にあたる香山湿地の牡蠣の重金属

汚染が漁業署の研究によって確認された

ことや、中科廃水による農田の塩化、中

科竹科両地付近の空気ヒ素汚染、甲級飲

用水水源である霄裡渓が二大光電工場か

ら汚染を受けていることなど、数件の電

子汚染事件が浮上し、環境保護団体及び

被害者の農・漁民の不満を招来して、次

から次へと反対運動を引き起こした。 

顧みれば、電子汚染と電子資本拡張に

対する反対運動が2005年以降になってか

ら相当程度の発展が見られたのは、民進

党が提供した政治構造への参与機会と関

係する。2005年、環境保護と永続発展へ

の重視を再度表明するため、民進党は環

境保護のベテランで学者の張国龍を環保

署署長に任命し、更にその後張は数名環

境保護運動の背景を持った学者、弁護士、

活動家を第六回「環境影響評估委員会」

の委員に任命した。これはそれまでにな

かった、環境保護活動家の環評の審査及
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び決策への実質的な参加となる3)。しか

し、彼らが実際に中科三期后里基地と七

星基地の環評審査に取り掛かると、企業

企画時の日程に従い工場の設立や運営を

進めようとする政府と電子資本は、この

ような詳密な環評審査に耐えることがで

きなくなった。環評委員は経済発展の障

害物と批判され、行政院も公式や非公式

の形で環評に介入し、激しい社会論争を

引き起こした。最後に、第六回環評委員

の任期内において中科三期后里基地と七

星基地の大型開発案は「条件付きで通過

した」。蘇花高、彰工電廠、台塑大煉鋼

廠などの争議の激しい重大投資案は懸案

となり未解決のままに終わった。張国龍

の退陣後、環境保護運動の背景を持つ環

評委員は二年の任期を終えた後、留任す

る人は一人もいなかった。 

運動の発展から見れば、環境保護活動

家が環評決策体制に加わったこの二年間

は、環境運動の能力（capacity）は高め

られた。まずは中科三期環評審査の過程

で、環境保護活動家は制度的な参与を通

じて、環評委員の権力を運用し関連情報

                              
3) 環評法によれば、環評委員は14名の専門

家と 7 名の政府側の当然代表から組織さ

れる。任期は二年で、開発案に対して審

査権と否決権を持つ。環保署署長は14名

の民間環評委員の任命権を持つが、政府

代表は中央の決策に従うのが通常である

ことから、このような権力構造は政府に

環評の結論に介入する空間を与えた。行

政院研考会の委託によって作成された研

究計画統計によれば、1998年から2009年

までの間、開発案が最終的に環評委員会

によって否決されたものは、僅か全数の

5.85％に過ぎない（葉俊栄・張文貞

2010）。 

を入手して、初めて科学園区と電子産業

拡張がもたらす環境、社会、健康に与え

る衝撃を摘発することができた4)。その

次に、決策体系への参与を通じて、環境

保護団体は決策とプロセスに関する様々

な不正義を摘発し、社会の支持を広げた。

更に、環評審査の過程は多数の環境保護

団体を非正式ではあるが一つの運動連盟

への集結に向かわせた。これらの政治中

心地である台北で活動している団体は、

地方の環境保護団体と提携関係を結び、

開発の情報を利害関係のある地域に流し

―特に土地の徴用を強要され、水の資源

が掠奪され、或いは汚染の危険性に直面

する農漁民たちに―運動の草の根の基盤

と社会基礎を拡大していった。最後に、

政府が科学園区環評に対する堅持が保た

れた状況の下で、環境保護運動は環評審

査過程で蓄積してきたエネルギーを利用

して、環評において条件付きで通過した

但書への書き込みを目指したり、健康リ

スク評価の実行の要求を提起し、環境監

督小組を成立させたりなどして、新たな

運動の場を展開させた。また政治的な圧

力をかけることによって、中科三期環評

の未解決の争議のための法律効力を有す

                              
4) 南科と中科とも環評法施行後の1996年と

2003年に成立したものだが、どちらの開

発案も政府の計画日程の通りに、極めて

効率的に環評審査を通過した。1996年 1 
月、当時の総統李登輝が自ら南科に赴き、

鍬入れ式を主宰した。式の24日後、南科

は条件付きで環評を通過し、その後多数

の未解決問題を残した（環保署文件 
No.31160, 1996/06/18）。中科（一期二

期）は2003年に成立し、環評審査を通過

するのに三週間もかからなかった（Chiu 
2010:142-3）。 
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る行政公聴会を国科会に行わせた。その

公聴の資料は後に環境弁護士によって中

科三期環評無効の行政訴訟に計画的に使

用された。 

全体的に言えば、科学園区の拡張と電

子汚染に対抗する運動は、2000年中期以

来論争が断つことがなかった。近年の運

動は次の幾つかに分類することができよ

う。（１）科学園区基地の新設に反対す

るものである。中科三期、中科四期、竹

科宜蘭城南基地、竹科宜蘭紅柴林基地の

新設反対運動を含む。（２）科学園地に

よる土地の取り込みと水源の確保への抵

抗運動である。中科四期による伝統農村

村落の相思寮に対する強制徴用に反対す

る運動や、中科四期による彰化渓州農民

用水の強奪に反対する運動、竹科竹南基

地による苗栗大埔農地の強制徴用に反対

する運動がこれにあたる。（３）電子産

業の危害やリスクを拒否する運動である。

光電工場に対し甲級水源である霄裡渓に

与える汚染の停止を要求すること運動や、

彰化雲林農漁民による中科四期の廃水放

出を拒否する運動である。（４）友達、

宏碁などの電子資本に対して直接に抗議

を行う運動である。 

2005年以降の運動は、積極的な行動者

の様相は多元性を呈し、運動の社会的基

盤も大幅に増強してきた。運動策略も多

元化に向かい、現状に対する批判はより

強力なものとなり、環境及び社会正義の

視点から展開させた運動理論も益々明晰

となってきた。 

〈一〉行動者の構成から見れば、近年の

運動は社会基盤と社会の参与を間断なく

拡大する過程である。運動の積極的行動

者は全国的或いは地域的な環境保護の専

門家、弁護士、学者、地域の被害者とな

る住民、農漁民、農民権益組織、学生な

いしフリーのメディア関係者をも含む。

この運動は台湾近年の最も精力的に活動

してきた環境保護団体、例えば地球公民

基金会（前身は高雄市教師会生態教育中

心と地球公民協会）、台湾環境行動網

（2010年に地球公民基金会に吸収された）、

台湾蛮野心足生態協会、看守台湾協会や

彰化県環保聯盟などをも巻き込んだ。ま

た運動の過程は幾つかの新しい組織の誕

生を促した。后里の農民は自救会の組織

から地方の環境保護組織へと辿り、また

ボランティア活動として参加していた中

科三期・四期の環評訴訟の弁護士たちは、

2010年に正式に環境法律人協会を設立し

た。もう一つの顕著な特徴としては、環

境運動と農民運動はこの運動を通じて提

携関係を結んだことである。科学園区の

拡張は土地の取り込み、水源の奪取、空

気水質の汚染による農・漁業産品への悪

影響などと関連し、これらの問題は農漁

民の権益や永続農業の未来と深く関りを

持つ。「農村再生条例」に注目して2009

年に成立した「台湾農村陣線」も成立後

科学園区による土地の取り込みや水源奪

取に反対する運動に飛び込んでいた。 

〈二〉行動者の多彩な様相は運動策略の

多様化として現れた。運動の中では、体

制内への参与は常に体制外での抗議と同

時進行で行われた。中科三期・四期に対

する反対運動の過程では、環境保護団体

は草の根の農漁民と高いレベルで連結し

ていた。常に確認できる光景として、環

評審査の進行中、農漁民は環評会会場外
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まで稲、花、野菜、果物や牡蠣の殻など

を運び抗議を行い、環評に体制内の論争

と体制外の草の根の抗議と両方の圧力を

加えようとした。環境保護活動家と草の

根の農民の力の結合は、運動の在地知識

（lay knowledge）への重視にも現れた。

中科三期の環評及び行政公聴会における

攻防戦では、環境保護の学者たちは農漁

民の在地の水文、気候、農業と土地使用

の知識に結び付け、環評報告の偽りを暴

き、政府側が頼りにしてきたエリートた

ちの科学に挑戦した。 

その他に、近年法律関係者の積極的な

参与も環境訴訟という新たな戦場を切り

開いた。中科三期環評無効の訴訟は、

2008年 1 月、2010年 1 月と立て続けに台

北高等行政裁判所、最高行政裁判所にて

農民と環境保護団体側の勝訴判決が下さ

れた。その結果、環保署と国科会は法令

をねじ曲げ、矢継ぎばやに二次環評を通

過させ、中科三期を窮状から救おうとし

た。2012年10月台北高等行政裁判所にて

中科四期の「開発許可」の撤廃判決が下

され、公民の訴訟が再び勝利を収めたが、

行政機関上訴後の結果は、今後の観察を

待つことになる。 

なお、この運動は直接的に企業に対し

挑戦を試みた初めてのものである。長い

間、電子企業は科学園区という垣根の中

で国家が提供する補助やインフラを享受

し、国家が工業用地や水道電気の取得、

廃棄物の処理などを代行し、更に垣根の

外側から来る抗議に対するガード役まで

担っていた。科学園区建設反対運動では、

公民団体の相手となった開発機構は科学

園区管理局及びその所属となる国科会で

ある。科学園区管理局が作り出した被覆

が存在したため、園区外の住民は汚染源

を突き止める方法もなかった。しかし、

霄裡渓が光電工場から汚染被害を受けて

いる事実は、一部の運動のベクトルを加

害者である華映と友達に向かわせた。友

達は汚染加害の現行犯で、中科三期・四

期の主要投資企業でもあった5)。これは

抗議運動の矛先が華映友達及びその仕入

先である大手企業の宏碁にも向かってい

た原因である。 

2010年のもう一つの新しい展開は、政

府による電子産業の危害に対する取締り

の強化を図るべく、一部の環境保護団体

が法規の修正に加わったことである。近

年の数度にわたる環境運動で明らかにな

ったのは、環保法に反しないものは即ち

汚染ではないとは限らないことである。

電子産業の製造過程では複雑で多様な化

学品を用い、しかも製品生産周期が短く

製造過程も急速に変化する。「生産先行、

風険再議」（生産を先行させ、それに伴

うリスクを考慮するのは後：訳者注）と

いう資本運営のロジックの下で、従来の

環保法規はすでに電子産業の危害が環境

及び健康に与える衝撃を規範することは

できなくなっている（Chiu 2010と2011、

杜文岺・邱花妹2011）6)。中科三期・四

期の環評攻防戦の中で、企業は再三「企

業機密」を理由に、原材料のリストの全

                              
5) 友達光電は2012年 3 月に、中科四期への

進出を断念すると公表した。 

6) 例えば台湾の毒性化学物質管理弁法は

298種の毒性化学物質を管理下に置くが、

華映と友達はそれぞれ僅か13種と 3 種し

か申告していない。 
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面公開を拒否した。このことは運動団体

が極力提唱してきた環境及び健康リスク

評価の実行を困難にした。そのため、法

規の修正を通じて化学品の統制を完全な

ものにすることは、この運動の策略と目

標の一つでもある。環境保護団体は2010

年以降から光電産業及び半導体産業の排

水放出規制標準、毒性化学物質規制方法

の修正に取り掛かることにした。 

一つ特筆に価するのは、台湾における

この1990年代後期から登場した環境運動

は、終始国際間における電子産業環境と

労働の正義に対する追求や毒性化学製品

規制の改善を図る運動のネットワークに

参与していたことである。環境保護団体

は2001年にアメリカの「矽谷毒物聯盟」

を交流のために日本へ招待し、その後の

2002 年 に 「 国 際 責 任 科 技 運 動 」

（ International Campaign for Responsible 

Technology, ICRT）の発起に参与し今日

に至る。電子資本の高度なグローバル化

という環境では、台湾在地の運動は各段

階において国際運動のネットーワークの

応援を得ていたし、運動の理論と策略に

おいても継続的に国際運動の理論と発展

から影響を受けている。 

〈三〉最後に近年の論述について言えば、

電子資本がもたらした環境と社会の不正

義こそが、近年の論述の核心である。近

年の運動は、電子汚染が環境及び住民の

健康に与える衝撃を暴くだけでなく、国

家の電子産業に対する過度な補助、電子

資本のための土地の取り込み、水資源の

掠奪、廃水による農漁民の生存基盤であ

る水源の汚染、永続農漁業の生きる機会

の抹殺などを力強く批判した。電子資本

の生産と拡張の過程は環境の危害を生み

出し、自然資源に対する搾取及び再分配

の過程と見なされる。同時に、この過程

は常に住民、第一産業生産者及び弱者な

る農漁民の生存環境、健康ないしその生

計を代価とする。更に、環評審査及び政

府が関連争議を処理する決策過程では、

利害関係者が充分に告知されず、弱者が

系統的に決策体系から除外されるなどの

プロセスにおける不正義も数度にわたっ

て確認された。決策体系の中の権力不均

衡問題は、環境不正義のもう一つの側面

を形成する。その他に、環境争議の過程

では、行政体制は明らかに資本利益のほ

うに傾斜し、中科三期環評が裁判所によ

って無効と通告された後になっても、司

法体系との対抗をも惜しまず、急速に環

評の再審査を行い、中科三期をその場で

直ちに合法化させたのである。このこと

は公民社会の不平等な発展図式に対する

強力な批判を引き起こした。 

全体的に言えば、この運動が言及した

「環境と社会の不正義」は少なくとも以

下の幾つかの方面で現れる。（１）空気

汚染、水質汚染、廃棄物及び毒害リスク

などの環境の危害の不平等分配。（２）

不当の搾取と、限られた自然資源の再分

配。（３）発展政策が均衡性を持たず、

特定企業に対する補助や保護が社会の不

公平を拡大した。（４）決策過程は、プ

ロセスの正義と符合しない。（５）政府

が環境論争に対する立場は、明らかに資

本側へ傾斜する。上述の分配の不均等や

プロセスにおける不正義の問題は、継続

的に暴かれ論議され、更なる社会の不満

を引き起こし、環境運動の正当性と社会
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的基盤を強めた。 

 

四． 何故に環境衝突は断たないか 

 

近年の経済発展の急ピッチの中、台湾

環境運動は、国家略策型産業の電子産業

及び石油化学産業の拡張、海岸や山林な

どの自然資源の私有化、不当の水資源の

開発ないし道路建築などの公共事業を反

対してきた。全体的に言えば、この対抗

性を持つ環境運動は台湾では益々激化す

る趨勢を見せている。電子汚染と科学園

区拡張の反対運動から見れば、この運動

が2005年以降になって形成されてきた規

模と影響力、政府と資本主導の開発図式

に対する抵抗、更に環境と社会正義の視

野から提起した批判の強力さなどは、ど

れをとっても運動早期のものを遥かに超

えていた。環境の制度化と資本の緑化と

いう趨勢の下で、何故環境衝突は益々激

化するのか。 

本文では次のように考える。まず、運

動を激化に導いた要因は、資本主義内部

の矛盾と衝突にある。環境衝突が途切れ

ることなく発展することは「資本主義の

第二の矛盾」（ second contradiction of 

production）の分析に近いものである。

即ち資本主義が絶えず自然資源の搾取と

資本の蓄積を追求すると同時に、生態環

境の危機も作り出し、体系における欠か

せ ることの できない 「生産条 件」

（condition of production）をも破壊し、環

境運動の発生はこの体系経済―生態危機

に 対 す る 政 治 的 な 対 応 （ O’Connor 

1998）である。これと近い分析のものと

しては「生産苦力磨坊」のテーマ

（treadmill of production thema）がある。

即ち、資本主義は自然資源への搾取

（“withdrawls” from ecosystem）と廃気物

の 生 態 系 へ の 廃 棄 （ pollution as 

“additions” to ecosystem）によって資本の

蓄 積 を 行 い （ Schnaiberg, Pellow and 

Weinberg 2002:20）、それが絶えない環

境衝突を引き起こす（Schnaiberg, Gould 

1994）。台湾の環境運動は、生態環境の

超過負荷に対する政治的対応で、「予防

原則」から拡張反対と汚染拒否の環境運

動を行い、根本的な部分から政府と企業

の経済発展の図式に挑戦し、それが原因

で政府と資本利益と調合しがたい衝突へ

と陥ったのである。 

その次に、近年の環境運動は台湾公民

社会の分配不均衡問題の持続悪化に対す

る不満を反映している。電子汚染と園区

拡張に反対する運動を見れば、公民社会

が抱えていた不満は次のようなものを含

んでいる。即ち国民全体の税金で大型資

本に対して過度の補助を行うこと、弱者

である農漁民の土地や水源を強制徴用し

大型資本を扶植、弱者をこの上弱体化さ

せること、環境の危害は不平に農漁民の

労働及び生活の場へと分配すること、汚

染は民衆の健康及び食品の安全に害を及

ぼし、現世代と次世代の永続農業とその

他の発展の権利を奪うこと、などである。 

次から次へと続く開発案は生態環境及

び弱者に対するある種の強奪であり、運

動の論述は「野蛮なる遊戯」（廖本全

2009）と強く批判した。電子産業のみで

なく、石油化学産業の拡張に対する反対

運動（国光石化反対運動など）でも、中

産階級（環境運動家、学者弁護士、都市
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部の中産階級）、弱者である農漁民と若

者や学生が行動を以って政府と資本主導

の開発案に反対し、環境や社会、世代正

義に適切な異なる発展の図式を求めるこ

とを確認することができる（邱花妹

2011）。近年の運動の激化は、異なる

「発展」の意識形態間の衝突と理解する

こともできる。これは台湾公民社会がよ

り環境、社会と世代正義に適切な発展に

対する追求の具体的な実践でもある。 

更に、近年の環境衝突の激化原因とし

て、政府の決策及び環境争議に対する対

応も明らかに資本利益側に傾斜していた

ことも挙げられる。近年の発展で明白に

なったのは、政治民主化、経済自由化及

び環境主流化の三つの大きい趨勢の下で、

台湾のポスト権威／ポスト発展型国家の

政府は、経済発展と環境保護のバランサ

ーの役割を果たすことができなくなり、

永続理論は空洞化し環境民主も形式的に

陥り、政府全体の粗雑な開発主義と資本

利益に対する迎合という事実を隠蔽する

こともできなくなる。環境争議が発生す

るたび、政府の決策は包み隠すことなく

大型資本と財団利益に傾き、このことは

常に公民社会の国家に対する不満を刺激

し、環境運動の正当性と社会的基盤を広

げた。 

例えば、環評の過程では数度にわたっ

て環境民主の形式化、情報公開の不足、

決策過程における利害関係者の除外、専

門家の独断、政府各機関の代表による環

評の結果操作への介入などの諸問題が暴

かれた（徐世栄・許紹峰2001、杜文岺

2010）。これらの問題は環境運動を更な

る激しい体制内の排斥と体制外の抗争等

諸手段を取らせることになる。近年、中

科三期案から台東美麗湾リゾート地 

BOT 争議案まで、台湾では何度も行政

体系が裁判所の判決結果の執行を拒否し、

強制的に環評の再審査を行い違法の開発

案を現地において無理やり通過させたと

いう理不尽な事件が起った。中科三期の

争議では、環保署は新聞告示まで掲載し、

「無効用・無意義・破壊環評体制」（機能

しない・意義を持たない・環評体制に対

する破壊行為：訳者注）と裁判所の判決

を糾弾した。7)この行為は台湾の司法威信

ないし憲政体制を損い、そのため公民社

会の更なる強い批判を引き起こした。8) 

最後に本文で指摘したいのは、企業が

自然資源の有限性、住民と弱者による汚

染悪果の負担や民衆の知る権利などの厳

しい問題を回避し、ただ選択的に環境の

改善を行うことは、衝突を緩和するのに

何の役にも立たないことである。台湾業

界の模範生となる電子産業を例に挙げる

と、大型電子工場は1990年代から環境管

理システム（関連部署の設立、 ISO 

14001の取得、OHSAS 18001環境の作成、

工安管理認証）を導入し、工業安全、汚

染防止、エネルギー節約設備（例えば台

湾半導体公司は廃水の高回収率で有名）

                              
7) 2010年 2 月10日、環保署は100万近くの

金額を使って台湾の五大新聞紙に半紙サ

イズの広告を掲載した。広告では裁判所

の判決を批判し、同時に各業界からの判

決執行要請を振り切った。 

8) 例えば600名近くの法律関係者と弁護士

は「法律人による厳正なる声明、司法の

尊厳が行政機関によって踏み躙られるこ

とは許せない」旨の連署を行い、環保署

の判決執行と中科三期工事の停止を呼び

掛けた。 
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など、国際レベルの環境保護基準に符合

するようと積極的に動き出し、しかも公

共関係においても環境保護と関連する活

動を取り入れた。だが、企業によって行

われたこのような選択的な環境改善は、

在地の住民が直面する汚染、資源の枯渇

と分配の不平などの諸問題には対応して

いなかった。友達光電を最も皮肉な例と

して取り上げてもよかろう。友達光電は

近年積極的に環境保護に取り組み、2008

年に「友達の緑色約束」を提起し、様々

な近代的な環境管理システムを取り入れ、

認証の獲得、自主的に企業の責任報告書

を提出し、緑色工場の建設への投資も行

った。これらの行動によって友達は年々

台湾の主な経済誌と環保署主催の企業責

任及び環境保護の賞を獲得していた。だ

が同時に、友達は霄裡渓の汚染源で中科

三期の主な利用者である。環境運動の批

判と抗議に直面した時、友達はほとんど

の場合は政府という盾の後ろに隠れるこ

とを選択した。 

 

五． 結論 

 

台湾は1980年代後期以降、政治民主化、

経済自由化と環境主流化の発展を経て、

国内の環境抗議と国際間の永続発展の流

れの影響を受け、台湾の政治と経済部門

は環境制度化や資本緑化などの様々な改

善を取り組んできた。しかし、政府によ

って進められた形式的な環境政策決定の

民主化や企業の選択的な環境改善の動き

は、継続的な資本拡張による自然生態環

境の悪化や住民及び環境健康に与える負

の影響、更に弱者の一層弱体化という事

実を覆い隠すことはできない。本文は、

台湾環境衝突の激化は、公民社会が政府

と企業主導の発展図式に対する政治的対

応であり、また公民社会がより環境、社

会と世代正義に適合した発展図式を追及

する政治的な実践でもあると指摘したい。

近い将来、異なる発展の図式と発展のビ

ジョンの間の価値に関する争いは、継続

的に様々な環境衝突を生み出し、環境と

社会正義の視角からの分析は、より頻繁

に台湾環境運動の枠組みづくりの核心理

論に用いられる可能性は高い。 
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